
19 

 

交通政策評価のための交通・経済統合モデルの構築と応用 
 

公共システム研究室 北野裕也 

 

1．はじめに 

交通インフラは人々が経済活動を行う上で，重

要な役割を担っている．わが国では，交通インフ

ラの老朽化が懸念されており，人口減少や財政難

という問題を抱えている中，今後，真に必要な交

通インフラ整備とのバランスをとりながら，戦略

的な交通政策を考える必要がある．これまで，交

通政策等の評価には，その政策の影響想定範囲に

応じて，国土レベルでは SCGE モデルなどの経済

モデル，都市レベルでは利用者均衡などの交通量

配分手法が多く用いられてきた．しかし，今後戦

略的な交通インフラの整備を検討する上では，国

土レベルにおいては都市への影響，都市レベルに

おいては国全体あるいは他の都市への影響など，

異なる空間スケールに対応した多様なアウトプ

ットが求められる．そこで，本研究では交通イン

フラ整備の評価を行うモデルとして，利用者均衡

に基づく交通量配分と一般均衡を統合した交通・

経済モデルの構築を行い，必要なデータの整理，

ならびに交通政策評価への適用を通じて，本モデ

ルの有用性や適用限界等について検討する． 

 

2．本研究の枠組み 

 本研究では，一般的に交通政策等の評価に多く

用いられる経済モデルである SCGE モデルを基

礎として，統合モデルの構築を試みる．本来，経

済と交通には輸送費用と交通需要を介した相互

作用が存在する．その相互作用を把握することは

交通政策の評価を行ううえで重要である．したが

って，本研究では交通整備評価のためのモデルを

構築するにあたって，自動車交通における交通量

の変化や経路選択行動を考慮するため，交通量配

分モデルとの統合を考える．SCGE モデルにおい

て，Iceberg 型で輸送費用を表現される輸送費用

（輸送マージン）の決定に利用者均衡配分分析を

用いることで交通・経済の統合モデルとする． 

 

3．交通・経済統合モデルの構築 

本研究では分析手順として，まず SCGE モデ

ル・利用者均衡配分分析ともにデータベースから

基準となる均衡状態を再現する．次に，利用者均

衡配分分析において交通整備シナリオを反映さ

せ，その結果得られる各 OD 間の所要時間の変化

率を輸送マージンとして用いることで SCGE モ

デルによる分析を行う．続いて SCGE 分析で得ら

れた各地域間の流動量の変化率を利用者均衡配

分分析の OD 間交通量に反映させる．その後変更

した OD 間交通量を用いて再度利用者均衡配分

分析を行う．これを総生産額の変化率が収束する

まで計算を行う．ここで，構築するモデルの全体

のイメージを以下に示す． 

 
図 1 統合モデルの全体イメージ 

 

図 1 のように SCGE モデルの流動量変化率を

利用者均衡配分分析の交通量，利用者均衡配分分

析の所要時間変化率を SCGE モデルの輸送マー

ジンにそれぞれ乗じることで計算を行う．また，

OD間の所要時間の変化は企業の生産性に影響を

与えるものとする．これは，交通整備により輸送

時間が短縮されれば，単位輸送あたりの費用が削

減されることを考慮したものである．紙面の都合

上，モデルの定式化については文献 1)，2)にゆだ

ねることとし，ここでは SCGE モデルから利用者

均衡配分分析への変数の受け渡しに関して述べ

る．本研究では，SCGE モデルによる分析から得

られる地域間流動量の変化率を，各地域間の OD

交通量に一律に乗じることとする．ここで，関係

式を以下に示す． 
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newQ ：新たに得られる OD 交通量， rsQ ： 

OD 交通量， rs ：OD ペア rs間における製造業

の流動量変化率とする．また，SCGE モデルの各

地域間に対応する OD 間における全経路の所要

時間をその経路の交通量に応じて加重平均をと

り，それにより得られる所要時間を各地域間の

輸送マージンに乗じることとする．このときの

関係式を以下に示す． 
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ただし， RS

newt ：新たに得られる輸送マージン率，
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RS ：リンクコスト変化率， RS

k ：経路 kのリン

クコスト変化率とする． 

4．シミュレーション 

 これまでに提示した分析プロセスに基づき，経

済被害などの空間的に波及する影響を計測する．

シミュレーションを行うためのシナリオとして

神戸市（兵庫県）と大阪市（大阪府）間の高速道

路（リンク 2 本）が途絶したケースを考える．分

析に用いるデータとして，SCGE モデルでは都道

府県間産業連関表を用いる．また，利用者均衡配

分分析には実際の高速道路と国道（番号二桁まで）

をもとに，ネットワークデータを作成し（図 2），

データセットとする． 

 
図 2 作成したネットワーク図 

 

 交通政策等による影響は，輸送費用の変化や財

価格の変化を招き，財価格や交易パターンの変化

を生じさせ，それらの影響は最終的に家計へと帰

着する．したがって，交通環境の変化がもたらす

経済的影響は家計の効用水準の変化として等価

変分を用いて計算することができる．都道府県別

に計算された等価変分を足し合わせた結果が図

3 右の棒グラフである．比較のために，シナリオ

を適用して利用者均衡配分分析を行い，得られた

輸送マージンより SCGE モデルによる計算を一

度だけ行った場合，すなわち繰り返し計算を行わ

ない場合の等価変分の値も同時に示す． 

 

 
図 3 等価変分の総和 

 

繰り返し計算を行わなかった場合（通常の

SCGE 分析）での被害額は約 7500 億円／年，繰

り返し計算を行った場合（本統合モデル）での被

害額は約 6800 億円／年と，700 億円の差となっ

て表れたことは，交通と経済を統合した本モデル

を用いた評価の意義を示唆するものである． 

また，道路の途絶による影響が大きかった近畿

地方以西の都道府県別の被害額を図 4に示す．道

路の途絶の影響が直接的に表れた兵庫県と大阪

府は，大きな被害額として表れた． 

 

図 4 近畿地方以西の被害 

 

次に，道路の途絶による都市レベルへの影響を

見るために，交通量の変化に着目する．本統合モ

デルによって得られた OD間交通量のうち，近畿

地方の交通量の変化を以下に示す． 

 

表 1 近畿地方の OD交通量変化率 

 

表 1より，道路の途絶による影響を直接的に受

ける兵庫県の各都市は，近畿地方の他の都市に行

く際の所要時間が増加し，それに伴う生産額の減

少や流動量の減少から，交通量の減少となって表

れている可能性がうかがえる．同様に，近畿地方

内各都市から兵庫県内の都市に向かう交通量も

減少している．大阪府に関しては，兵庫県内の都

市に向かう交通量のみが減少し，途絶している道

路を介さずに行くことができる他の近畿地方へ

の交通量は減少していないことがわかる． 

 

5．おわりに 

 本研究では，交通整備評価に用いられる利用者

均衡配分分析と SCGE モデルを取り上げ，それぞ

れの利点を活かしながら空間スケールに応じた

アウトプットを可能とする交通・経済の統合モデ

ルの構築を試みた．その上で，一定区間の道路が

利用不可能になったケースについてシミュレー

ションを行い，繰り返し計算有無の比較から，統

合モデル構築の意義について確認することがで

きた． 
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津 亀山 大津 米原 京都 舞鶴 宇治 大阪 堺 神戸 姫路 和田山 奈良 天理 和歌山 広川
津 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
亀山 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 3.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
大津 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.6% 0.4% 0.2% 0.0% -0.4% -0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
米原 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.9% -0.6% -1.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
京都 0.0% 0.0% -0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.2% 0.3% -0.9% -0.9% -1.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
舞鶴 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.8% -1.3% 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0%
宇治 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.5% -0.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
大阪 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.1% -2.7% -2.8% -2.6% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0%
堺 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% -2.8% -2.5% -3.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
神戸 -0.4% 0.0% -0.6% -0.6% -0.9% -0.8% -0.5% -2.6% -2.7% 0.0% 0.0% -1.1% -0.8% -1.1% -2.6%
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天理 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.4% 0.0% -1.8% 0.0% -8.3% 0.0% 0.0% 0.0%
和歌山 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% -0.9% -0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
広川 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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